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教育法規から見た教
育制度と教職実践

単著 2016年10月

教育実践の現状と課
題

編著 2015年10月

「日本国憲法」と「教育基本法」を基本として、
教育関係法規の概要について概観した。特に、教員
として教育活動に携わる上で正しく理解しているこ
とを求められる学校教育法、地方公務員法、学校保
健安全法、教育職員免許法、著作権法、児童虐待の
防止等に関する法律等についての理解を深めること
を目的にした。

（著書(和文)）
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（著書(欧文)）

佐藤印刷株式会社
全106頁

佐藤印刷株式会社
全113頁

教員志望の学習者を対象に、国の文教政策の動向
から学校教育現場の理論と実践問題を総合的に論究
した研究書である。各章では教員志望学生が基本的
に理解しておきたい事項を分かりやすく解説してい
る。柴原は，第2章教育行政の動向（8～15頁），第
3章学校教育制度の基本（16～22頁），第8章教員の
身分，職務，服務等（67～70頁），第10章学校保健
と安全，食育（77～81頁），第11章教科書，著作権
（82～85頁）の執筆を担当した。
石井純一・小川哲哉・柴原宏一・長島利行・宮山敬
子・横瀬晴夫・渡邉剛

佐藤印刷株式会社
全128頁

株式会社青簡舎
全58頁

教職を専門職と見なし、「実践的指導力」を中核
にすえてその専門性のあり方を模索する多様な動き
を踏まえ、養成段階から教職生活の全体を通じた教
員の資質能力の向上のために必要な事項について解
説した。特に、各種答申における提言とともに、教
師の資質・能力の在り方を考えるためには、教育法
規等における教職の専門職性に対する多くの規定に
対する正しい理解が必要であることから、教員に特
に求められる「遵法精神」の姿勢や、日本国憲法第
26条に規定されている国民の教育を受ける権利を保
障することはもとより、教育基本法や学校教育法、
教育職員免許法、地方公務員法、教育公務員特例法
など、さまざまな関連法規を遵守することについて
の理解を深めることを試みた。

急速に教育制度改革が進んでいる。今までの教育
改革の流れを受け、国の存亡をかけて、政府主導の
改革が進んでいる。第二次大戦後の教育改革で生ま

れた教育制度そのものをも変える内容を含む改革が
進行している。その改革内容の是非を語ることは勿
論大事だが、現実の中で精一杯に自分の人生を生き
ている子供たち、その子供たちに毎日正面から向き
合って教育に取り組んでいる多くの先生たち、そし
て、その先生を一生の仕事として目指しながら日々
の実習等に頑張っている学生たちの真摯な姿を見る
とき、私にできる手助けの一つとして、子供たちの
未来を担う教員が今後理解しておくべき事項につい
てまとめた。

2017年3月

2016年12月編著

単著教育制度改革と教育
実践

教育制度の基本と教
育実践の現状
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（学術論文(欧文)）
1.

（学術論文(和文)）
1.

2.

（紀要論文）
1.

これならできる小学
校教科でのプログラ
ミング教育

共著 2018年10月 東京書籍株式会社
全95頁

「安彦広斉・赤堀侃司・堀田龍也・柴原宏一・森田
充・久保田善彦・毛利靖・中村めぐみ」「第１章
これならできる小学校教科でのプログラミング教育
理論編 茨城県はプログラミング教育でこんな子供
たちに育てたい」赤堀侃司・久保田善彦（監修）つ
くば市教育局総合教育研究所（編著）

佐藤印刷株式会社
全172頁

教員として必要な教育関係法規について概観し、
学校教育法、地方公務員法、学校保健安全法、教育
職員免許法、著作権法、児童虐待の防止等に関する
法律等についての理解を深めることを目的にした。
特に、虐待防止やいじめの未然防止等から教員に

求められる視点、特別支援教育について教員として
必要な基礎的な知見等の理解について解説を試み
た。

2017年10月単著

学校現場の理解が深
まる教育実習

共著 2019年3月 株式会社あいり出版
全139頁

「小川哲哉・打越正貴・昌子佳広・五島浩一・小林
祐紀・東小川昌夫・長島利行・柴原宏一」柴原は
「８章 教育実習後の課題は何か」を担当した。

高校道徳におけるア
クティブ・ラーニン
グに関する一考察
－「モラル・スキ
ル・トレーニング」
を手掛かりとして－

共著 2015年10月 日本教育実践学会
第18回研究大会論文集
２ページ

茨城県では、平成19年度に県立高校の１年で「道
徳」を必修化してから８年が経過し、制度的にも道
徳教育が十分定着してきた。このような中、各高校
では、道徳的な行為が求められる場面での実践力の
育成が喫緊の課題となっている。そこで、各高校の
「豊かな心育成コーディネーター」教師を対象に、
アクティブ・ラーニングとして認識されている「モ
ラル・スキル・トレーニング」の指導手法としての
有効性について、分析・考察を試みた。
共同研究により抽出不可能であるが、主に、茨城

県が「道徳」を高等学校に導入・必修化した経緯や
教員・生徒の意識変化を担当した。
長島利行・柴原宏一

地方教育行政の現状
と課題－高校教員養
成についての一考察

単著 2015年11月 茨城大学教育実践研究第34
巻,1-15ページ

社会が大きく変容していく中で、子どもたちをど
う育てるかということは、今後の日本社会の在り方
に関わる大切な問題である。近年、従来の学校の枠
組みが大きく変化しているが、改正教育基本法から
急速に進んできた教育改革について、教育振興基本
計画、教育再生実行会議の提言、中央教育審議会の
答申を概観することで、学校教育への期待を明らか
にし、それを実現する役割を担う教員の養成におけ
る課題等について考察した。

教育法規から学ぶ教
育制度及び教職実践
の現状と課題

学びの質の向上と
ICT―オンラインを
用いた授業の試み―

単著 2021年4月 『学習情報研究』(公益財団
法人学習情報研究センター)
通巻280号,36-37頁.

GIGAスクール構想の実現により，授業は大きく変わ
る。その時授業者は，新学習指導要領の理念は勿論
のこと，Society5.0を踏まえた授業デザインにより
学びの質を向上させることが求められる。その時，
ポイントとなる「オンライン」，「ICT活用」につ
いて考察した。
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教育制度改革と地方
教育行政 －教育制
度改革と高等学校教
員養成についての一
考察－

単著 2016年11月 茨城大学教育実践研究(茨城
大学教育学部附属教育実践
総合センター)第35巻,1-15
頁．

第二次大戦後から現在までの教育制度改革の流れ
を概観することで、平成27(2015)年12月21日に出さ
れた三つの中央教育審議会答申「これからの学校教
育を担う教員の資質能力の向上について」、「チー
ムとしての学校の在り方と今後の改善方策につい
て」、「新しい時代の教育や地方創生の実現に向け
た学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方
策について」が持つ教育制度改革における意義につ
いて考え、改革実現の役割を担う教員の「養成、採
用、研修の一体改革のための教員育成」1)における
養成上の課題等について考察した。
現在進んでいるの教育制度改革では、大学での教

員養成の質が改めて問われることになる。特に、高
等学校教員の養成は、開放制により一般大学・学部
での養成が中心であることから、一般大学・学部へ
進学する高校生の教職に対する意識や、一般大学・
学部で教員を養成する立場にある側の意識の変革が
必要である。また、今後「教員育成協議会(仮称)」
が設置された後には、大学と教育委員会は教員育成
のビジョンを共有した関係の構築が求められる。
その様な観点から、第二次大戦後から現在までの

教育制度改革の流れを汲んだ今後の教育制度改革に

ついて概観した後に、今後の改革を進めるために重
要な高等学校教員養成における課題について述べ
た。

新学習指導要領及び
高大接続の視点から
見た教員養成

単著 2017年11月 茨城大学教育実践研究(茨城
大学教育学部附属教育実践
総合センター)第36巻,1-17
頁．

1945(昭和20)年の第二次世界大戦終了後、当時の
教育刷新委員会の提言による「大学での教員養成」
の実現により養成された世界最高水準の教員により
多くの成果を上げてきたといえる。しかし、その後
の世界の教育改革が「教員養成の修士レベル化」、
「教職の専門職化」を目指す中で、日本の教員養成
は、世界から大きく遅れてしまったとの見方もあ
る。開放制における現在の日本の教員養成は、一般
大学・学部での教員養成に負うところが大きい。そ
のため、教員養成系学部の教員だけでなく、すべて
の教員が教員養成に携わっているという自覚を持
ち、大学全体としての組織的な指導体制を整備する
ことが急務である。世界の趨勢である「教員養成の
修士レベル化」と「教職の専門職化」を進めるため
にも、そして現在取り組んでいる高大接続や新学習
指導要領の理念を実現するためにも、教員養成を教
員養成系大学・学部だけの問題として捉えるのでは
なく、教員養成系大学・学部と一般大学・学部とが
一体となって教員養成に取り組むことが、初等中等
教育だけでなく高等教育にとっても重要であること
を、改めて認識する必要があることについて述べ
た。
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Society5.0を見据え
た理科教育に関する
一考察

単著 2021年1月 茨城大学教育教育センター
実践報告 2020,11-26頁．

2019(令和元)年に発生した新型コロナウイルスの
感染拡大は、2020(令和２)年に入って我が国の様々
な活動にこれまで経験したことのない大きな影響を
与えている。教育も例外ではなく、学校の一斉休業
に始まり、遠隔授業への対応など、各学校はもとよ
り各教育委員会も手探りの中、学びを継続させるこ
とに奔走した。その後、小学校、中学校、高等学校
が対面授業中心の教育活動に戻る中、多くの大学は
依然として遠隔中心の授業を続けている。この大学
の対応を批判する意見もあるが、一斉休校以来、多
くの大学が真摯な態度で模索を続けてきた質の高い
オンライン教育の実現を目指した取組は高く評価さ
れるものであり、これからの初等中等教育にも参考
となる例が多くある。今回の新学習指導要領の改訂
作業がIoT等の実現による第４次産業革命を念頭に
おいて進められたことを踏まえると、その取組を参
考にしながら初等中等教育の質の向上を図ることが
大切であり、そのことが、Society5.0に向けた教育
活動全体の質的向上に繋がるのである。学習指導要
領の目指す子どもたちに育むべき資質・能力、言い
換えるとSociety5.0を担う人材に求められる資質・
能力を育むために、GIGAスクール構想の実現により

可能になるオンラインを使い、来るべき時代に相応
しい教育活動を展開することが今求められているこ
とについて考察した。

ICT活用による理科
教育に関する一考察
― 公立A高校の事例
調査を中心にして
―

単著 2021年2月 茨城大学教育教育センター
実践報告 2020,27-38頁．

これからのSociety 5.0を生きる者にとって、職
場では勿論、家庭においてもタブレット型ＰＣ端末
等を使うことは日常当然のこととなるが、学校にお
いても授業中はもとより様々な教育活動の場面で、
タブレット型ＰＣ端末等の活用が当たり前になるな
ど、ICT機器はノートや鉛筆等と並ぶ必須アイテム
として、子どもたちにとってなくてはならない存在
になる。こうした中、国のGIGAスクール構想によ
り、児童生徒一人一台端末の実現や高速大容量の通
信ネットワークの整備等が実現することで、各学
校・教員には、従来型の黒板とチョークによる講義
中心の授業デザインから脱却して、クラウドを介し
たオンラインを併用することで学びを補完する、い
わゆるハイブリッドラーニングによる効果的な学び
の実現が求められるようになる。そこで、本稿で
は、高等学校における理科の授業実践を理科教育の
視座から検証考察することで、ICT及びオンライン
を活用した理科教育に関する知見を導き出すことを
試みた。



6.

7.

8.

9.

（辞書･翻訳書等）
1.

高等学校における教
科横断型プログラミ
ング教育の実践

単著 2022年2月 茨城大学教育教育センター
実践報告 2021,185-198頁．

　2020(令和２)年度からは小学校で、2021(令和３)
年度からは中学校で新学習指導要領に基づく授業が
全学年で始まった。2022(令和４)年度からは、高等
学校でも学年進行で新学習指導要領に基づく授業が
始まる。新学習指導要領の総則には、今回の改訂で
新規に組み込まれた項目がいくつかあるが、その一
つに「学校段階等間の接続」がある。小学校から高
等学校までの接続を考えるとき、キーワードの一つ
は、ICT及びプログラミング的思考であろう。小学
校で教科を越えて取り組んでいるプログラミング的
思考を育成するプログラミング教育を、中学校、高
等学校段階でも、教科の枠にとらわれずに引き継ぐ
ことが真の意味での「学校段階等間の接続」と言え
る。本実践では、専門学科における実習で得られた
データ(官能評価)を普通教科である数学の授業で数
値化することをとおしてグラフ化し、その分析結果
から得られた知見を次の実習に生かすことを目的と
して、学科を越えて教科横断的な授業実践を行っ
た。官能評価を数値化することで、実習の結果を
「見える化(視覚化)」「客観化」できることを生徒
たちは理解した。また、官能評価を数値化した表を
基に考える過程の中で、プログラミング的思考の基

本である「分岐」「シークエンス」の考え方を身に
付けるとともに「結果を得るためには一連の適切な
手順が必要である」ことを理解した。

新高等学校学習指導
要領におけるシティ
ズンシップ教育に関
する一考察

共著 2022年3月 茨城大学教育教育センター
実践報告 2021,319-333頁．

2022(令和４)年４月１日から、民法改正に伴い成
年年齢が18歳となるが、時を同じくして高等学校で
は、「公共」や「総合的な探究の時間」が新設され
る新高等学校学習指導要領が実施される。そのよう
な状況の中、高等学校における「自立した主体とし
てよりよい社会の形成に参画する資質・能力の育成
を目指したシティズンシップ教育」の意義を考察
し、加えてカリキュラムマネジメントの視点から、
総合的な探究の時間を中心に据えた教育課程による
シティズンシップ教育の取組についても考察した。

社会科、地理歴史
科、公民科の教員養
成教育の研究―法教
育を学ぶ教員研修の
推進―

共著 2022年10月 茨城大学教育教育センター
実践報告 2022,73-86頁．

本研究では、近年教育的な重要性が増している主権
者教育、法教育のこれまでの取組状況を概観すると
ともに、教員への調査結果を基に学校における法教
育の現状と課題を考察した。

論理的思考力の育成
を目指した教科横断
型授業の実践

共著 2023年3月 茨城大学教育教育センター
実践報告 2022,136-150頁．

2022(令和４)年度から、高等学校でも学年進行で
新学習指導要領に基づく授業が始まった。本研究で
は、「教科横断的授業」の中で、新学習指導要領の
理念である「主体的、対話的で深い学び」を通した
「資質・能力の三つの柱」の育成に取り組んだ。ま
た、学習者は「教科横断的授業」の中で「学びの往
還」を体験し、また、さつま揚げを商品化する過程
で、学校での学びが社会と繋がる「深い学び」を体
験した。



（報告書･会報等）
1.

2.

3.

4.

5.

6.

（国際学会発表）
1.

2023年1月 小・中学校教育情報誌「教
室の窓」茨城県版 vol.2(東
京書籍)

学校運営にデジタル技術を積極的に取り入れている
茨城町立葵小学校を訪問し、浅野尚子校長にお話を
伺った。 校長が時代に沿った学校運営をされてい
ることに頼もしさを感じ、教職員間に、自分の考え
を忖度無しに表現できる安心感があるが子どもたち
に伝わっていると感じた。また、人間として成長を
大事にしながら、EdTechや教育DXに自然に取り組む
教職員の先頭に校長の姿についてまとめた。

単著 2024年2月 小・中学校教育情報誌「教
室の窓」茨城県版 vol.5(東
京書籍)

これからを生きていくうえで必要なレジリエンスを
高めるために、１人１台端末が実現する前から市内
全校で反転授業に取り組むなどの工夫に加え、１回
の校内研修時間を15 分に限ったり、夏休み中の部
活動にサマータイムを導入したりするなど、授業は
勿論のこと、学校運営全般に独自の工夫が随所に見
られることに加え、『笠間志学』の学びを通して時
間軸を意識させたうえで横方向の拡がりを考えさせ
るなど、レジリエンスの基となる広い視野を育む教
育についてまとめた。

小・中学校教育情報誌「教
室の窓」茨城県版 vol.3(東
京書籍)

2023年9月単著自分の可能性を広
げ、将来図を描く－
プログラミング教育
の最前線 －

2023年度に開校した茨城県立ＩＴ未来高等学校を訪
れ、同校の特色に加え、小学校から始まるプログラ
ミング教育等の有用性や将来性についてまとめた。
新しい取り組みには、さまざまな課題がつきものだ
が、その課題を跳ね返すだけの熱い情熱が関係者に
あれば、やがて周りもその取り組みを認め、応援し
てくれるようになる。IT未来高等学校教職員の情熱
あふれる授業で真剣に学ぶ生徒たちの姿からは、
VUCA の時代を生き抜くたくましさを感じた。

子どもたちの自発的
な学びを促す環境整
備－鹿嶋市における
市と学校との充実し

た連携－

学び、学び合う教育
を充実するために－
ICT × 反転授業で
得られるさまざまな
効果－

単著 2024年1月 小・中学校教育情報誌「教
室の窓」茨城県版 vol.4(東
京書籍)

鹿嶋市立三笠小学校を訪問し、谷田川千明校長に話
を伺った。現在、鹿嶋市では市をあげて教育におけ
る先進的な取り組みが行われている。それはどのよ
うな取り組みで、どのような効果が表れているの
か。学校現場での実際について、具体的にまとめ
た。

学習の質の保障と、
働き方改革― 一人
一台端末で変わる学
校運営―

単著

「教え」から「学
び」への転換－管理
から自己決定へ－

単著 2022年10月 小・中学校教育情報誌「教
室の窓」茨城県版 vol.1(東
京書籍)

取手市立取手西小学校を訪問し、石塚康英校長にお
話を伺った。社会が大きく変化していく中での小学
校教育の重要性を理解され、子どもたちに真の「生
きる力」を育みたいということから、子どもたちの
中にある「自分の考えを表現したい」という気持ち
を大切にして表現する場を提供する取り組みや、誰
もが安心して発表できる雰囲気の学級づくりをする
ことの大切さについてまとめた。

一人一人を伸ばす教
育への挑戦

単著 2021年3月 『つくば21C教育フォーラ
ム』(筑波学院大学21世紀型
教育研究所)第１号,3-4頁

新型コロナウイルス感染拡大により急遽出現したオ
ンラインによる10年後の学びの姿。社会を牽引する
立場にある大学への期待を考えるとき、学びの新し
いツールであるオンラインやICTを駆使すること
で、学習者一人一人の学びの質の向上を目指すこと
にチャレンジし続ける姿こそ、高等教育機関として
の大学本来の姿として期待されていることを述べ
た。



（国内学会発表）
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茨城県の高校におけ
る討議型道徳の教育
実践

共 2016年11月 日本教育実践学会 茨城県では、平成19年度に県立高校の１年で「道
徳」を必修化してから８年が経過し、制度的にも道
徳教育が十分定着してきた。このような中、アク
ティブ・ラーニングとして認識されている「モラ
ル・スキル・トレーニング」を用いた討議型道徳の
指導法について考察を試みた。

高校の特別活動にお
けるモラル・スキ
ル・トレーニング・
プログラムの試み

共 2016年11月 日本教育実践学会 茨城県では、平成19年度に県立高校の１年で「道
徳」を必修化してから８年が経過し、制度的にも道
徳教育が十分定着してきた。このような中、各高校
では、アクティブ・ラーニングとして認識されてい
る「モラル・スキル・トレーニング」の指導手法と
しての有効性について、分析・考察を試みた。

高校道徳におけるア
クティブ・ラーニン
グに関する一考察
－「モラル・スキ
ル・トレーニング」
を手掛かりとして－

共 2015年10月 日本教育実践学会 茨城県では、平成19年度に県立高校の１年で「道
徳」を必修化してから８年が経過し、制度的にも道
徳教育が十分定着してきた。このような中、各高校
では、道徳的な行為が求められる場面での実践力の
育成が喫緊の課題となっている。そこで、各高校の
「豊かな心育成コーディネーター」教師を対象に、
アクティブ・ラーニングとして認識されている「モ
ラル・スキル・トレーニング」の指導手法としての
有効性について、分析・考察を試みた。

高校道徳におけるア
クティブ・ラーニン
グに関する一考察
－「モラル・スキ
ル・トレーニング」
を手掛かりとして－

高等学校における学
科を超えた教科横断
教育の実践

共 2022年11月 日本教育実践学会 専門学科の実習で得られた情報(データ、官能評
価)を 普通教科である数学の授業で数値化すること
をとおしてグラフ化し、その分析結果から得られた
知見を次年度の実習に生かすことを目的として、教
科を越えてコンピテンシーの一つである情報活用能
力の育成を目指した教科横断的な授業実践を行っ
た。生徒たちは、官能評価という情報を数値化する
ことで、実習の結果を「見える化(視覚化)」「客観
化」できることを理解した。また、官能評価を数値
化した表を基に考える過程の中で、情報活用能力の
一つであるプログラミング的思考をとおして「結果
を得るためには一連の適切な手順が必要である」こ
とを理解したことを発表した。

共

共

オンライン会議ツー
ルを活用した授業公
開の実践事例ー高等
学校におけるBYODに
よる授業実践を中心
にしてー

高等学校におけるシ
ティズンシップ教育
に関する一考察

日本教育実践学会

日本教育実践学会

2021年11月

2021年11月

2021年度からの高等学校におけるBYODを基本とし
たタブレット型PCの導入に先立ち、2020年度に総合
学科高等学校１年生１クラスの理科の授業を対象
に、タブレット型PCを先行導入し授業実践を行っ
た。コロナ禍において授業公開が難しい中、オンラ
イン会議ツールのMicrosoft Teamsを使い、授業実
践の内容を公開することで得られたノウハウや知見
について報告した。

「公共」や「総合的な探究の時間」が新設される
新学習指導要領を踏まえ、高等学校における自立し
た主体としてよりよい社会の形成に参画する資質・
能力の育成を目指したシティズンシップ教育の意義
を考察し、高等学校の教育場面での実践を検討し
た。

日本道徳教育方法学会 茨城県では、平成19年度に県立高校の１年で「道
徳」を必修化してから８年が経過し、制度的にも道
徳教育が十分定着してきた。このような中、各高校
では、道徳的な行為が求められる場面での実践力の
育成が喫緊の課題となっている。そこで、各高校の
「豊かな心育成コーディネーター」教師を対象に、
アクティブ・ラーニングとして認識されている「モ
ラル・スキル・トレーニング」の指導手法としての
有効性について、分析・考察を試みた。

共 2016年6月



（演奏会･展覧会等）
1.

（招待講演･基調講演）
1.

（受賞(学術賞等)）
1.

（科学研究費採択）
1.

1.

1.

1.

1.

1.

1.

1.

（奨学･指定寄付金受入れ）

（競争的研究助成費獲得(科研費除く)）

（共同研究･受託研究受入れ）

（奨学･指定寄付金受入れ）

（学内課題研究(各個研究)）

－ － －

（知的財産(特許・実用新案等)）

－ － －
－

本研究では、優れた高校道徳授業を行っ
ている茨城県で、道徳授業における教師・
生徒の言説分析を行い、その結果から討議
型道徳授業の改善と動画教材開発を行っ
た。

動画教材「みんなの桜の木」は、討議型
道徳授業のモデル教材となる教材であり、
実際の道徳授業でその教育的効果が検証さ
れた。さらに動画教材と活字教材を比較・
検討した。その結果、多くの生徒は動画教
材が分かりやすいと答えたが、一部の生徒
は動画教材に対して否定的評価をした。彼
らに対しては、担任によるインタビュー調
査を行った。その結果、生徒たちは動画教
材に興味を示しながらも、活字教材の方が
想像力を広げられる点を評価していること
が分かった。

3,640千円茨城大学2017年度

助成を受けた研究等の名称

代表，
分担等
の別

研　　究　　活　　動　　項　　目

種　類 採択年度
交付・
受入元

交付・
受入額

概　　　　　要

基盤研究©教師・生徒の言説分
析による高等学校討
議型道徳授業の理論
構築と授業開発

分担

－ －

（学内課題研究(共同研究)）


